



内 藤 光 博
１．わが第二の故郷・ボローニャ
　筆者は，専修大学長期在外研究員（平成27年度）として，2016年３月から2017年３月
までの１年間，イタリア共和国のボローニャ大学法学研究大学院（Scuola superiore di 


































































































































































































































































































































室（あるいは解剖劇場 teatro anatomia とも呼ばれている）があり，現在では公開され，見
学することができる。
　現在のボローニャ大学の本部は，ザンボーニ通りにある。この通りを中心に「大学
地区（Zona Università）」が形成され，法学部をはじめとするいくつかの学部が点在し
ている。
　ヨーロッパ最古の大学を見ようとよく観光客が訪れるが，この「大学地区」を含めて，
ボローニャ旧市街にはキャンパスや大学らしき建物は見当たらない。中世の古い建物
の入り口に，よく見ると「ボローニャ大学法学部」などと書かれた看板があってはじ
めて大学だと気づくことになるのである。いわば街全体が大学のキャンパスと考える
方が正確だろう。
　このザンボーニ通りのちょうど真ん中にボローニャ市立歌劇場があり，その前のヴ
ェルディ広場の周りに学生会館や学生食堂，生協などがある。この広場は，毎日多く
アルキジンナージオの解剖大教室
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の学生たちで埋め尽くされ，（日本ではほとんど見かけなくなったが）大学当局を糾弾す
る学生集会が行われたり，時には（おそらく無断で）コンサート会場となったりと，と
ても活気がある。
　⑷　イタリアの大学制度の特徴
　こうしたボローニャ大学の歴史と伝統を直接引き継ぐイタリアの大学は，現在でも，
学生主体の「大学の自治」により運営されていることは確かであるが，日本の大学と
は逆に，入学することは易しく卒業することは，とてつもなく難しい。
　イタリアの大学入学要件は，高校卒業時に全国統一で行われるマトゥリタ（Maturi-
tà）と呼ばれる高校卒業資格試験（つまり大学入学資格試験）に合格していることだ。こ
の試験は競争試験ではないので，普通に勉強していれば合格はたやすい。したがって，
大学入学のための学力試験は，医学部や建築学など定員制をとる一部の学部を除き，
行われない。自らが志望する大学と学部学科入学は登録制となっており，年間学費（正
確には税金として支払われる）も20万円ほどなので，大学進学率は47〜50％と高い。
　日本のように受験の偏差値により輪切りにされ，希望の大学に進めないなどという
ことはなく，一流と言われる「名門大学」もない。したがって，どの大学に進学するか，
どの学部学科で勉強するかは，あくまでも学生自身が自らの意思で決定する。
　しかし，イタリア人の総人口に占める大学卒業者の比率はわずか20％ほどである。
この数字は，EU加盟国平均の30％と比べて低く，OECD加盟36か国のなかでも34位
という低水準にとどまっている。なぜ。このように卒業が難しいのだろうか。
　イタリアの大学の在籍年数は５年間で，このうち最後の２年間は日本の大学院，あ
るいはそれを上回る高度な専門的学力を修得していることが卒業要件となっている。
　ボローニャ大学法学部における筆者の見聞からも，卒業（イタリア語でlaureaという）
を目指す学生の勉学ぶりは想像を絶するものがあった。一定数の講義を履修し，試験
に合格して卒業要件単位を充たすことはもちろん，卒業論文を書き上げて提出し，教
授５名からなる審査委員会での審査を受けて合格すれば，最終口述試験を受けること
になる。この口述試験は卒業発表会と呼ばれ，審査の公平性を保つために公開とされ
ており，誰もが試験会場に入り見守ることができる。
　⑸　街の風物詩となっている卒業風景
　卒業論文の水準は，日本でいえば博士論文に当たるのではないかと思われる。学生た
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ちは，論文の個別テーマにそ
って専門の教授による予約制
の個別指導（ricevimento）を
受けながら，日夜大学図書館
に籠もり，必要文献を蒐集し，
読みふけっている。このよう
な厳しい勉学にたえ，それを
突破し，最終試験に合格する
と，晴れてDottore（学士）の
学位が授与される。このDot-
tore（女性はDottoressa）の取
得により，大卒者は将来の活躍の場が保障されることになる。卒業者は，このDottore
という称号を名刺に刷り込み，大学卒業者への敬称としても日常的に使われている。
　また，日本の大学と異なることは，一斉に行われる入学式も卒業式も行われないと
いうことだ。大学の新年度は９月だが，入学登録は１か月かけて行われるので統一的
な入学式はできない。卒業式に関していえば，学生が論文を提出する期日は本人によ
って決められるので，学位を取得した学生から卒業していくため，さみだれ式に学位
が授与され，統一的な卒業式は不可能なのだ。学生主体の大学教育のあり方が，形式
に過ぎない儀式を不要にしているのである。
　卒業が決まると，両親や家族，そして親しい友人などが集まって，卒業パーティー
が行われる。
　ボローニャ大学の法学部の場合３月頃から６月頃までが卒業の時期に当たるので，
この時期のザンボーニ通りでは，卒業を祝うグループがあちこちで見られる。
　Dottoreの学位を得た卒業生は，栄誉の象徴としての月桂樹（alloro）の冠をかぶり，
バールやレストランなどを借り切って，家族や親しい友人たちと，卒業祝いを行う。
これは，大学街の風物詩となっている。
４．イタリアから見たイギリスのEU離脱問題
　⑴　イギリスのEU離脱の衝撃
　筆者がボローニャで研究生活を始めてから３か月後の2016年６月23日に，イギリス
卒業生とともに（筆者：中央）
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で「ブレグジット（Brexit＝イギリスのEU離脱）」の是非を問う国民投票が実施された。
結果は，離脱賛成52％，反対48％の僅差で，イギリス国民はEU離脱を選択した。
　筆者は，イギリスのEU離脱劇を比較的近くで見ることができたが，この問題につ
いて，イタリア人はどのように見ているのかが，たいへん気になっていた。そこで，
イタリアで発行されている新聞や政治雑誌に掲載された関連記事を読みあさり，さら
にはボローニャ大学の憲法・EU法や政治学の専門家に意見を聞き，理解を深めよう
と試みた。
　国民投票前のイギリスの世論調査では，EU離脱反対派が優勢であったので，イギ
リスのEU離脱は，EU加盟国はもとより，世界中に大きな衝撃を与えた。国民投票の
結果を受けて，ドイツ・フランス・イタリアなどEUの主要国の首脳は，イギリスの
EU離脱に強い遺憾の意とEUの先行きについて懸念を表明した。
　イギリスの国民投票の結果が出た直後，世界の金融市場は混乱に陥った。イギリス
ポンドはもとより，ユーロも急落し，それとともに急激なドル高・円高が進んだ。こ
のニュースに接した直後，筆者は，日本にとって，円高によりヨーロッパへの輸出が
冷え込むことは必至で，アベノミックスにも大きな影響を与えるだろうと直感した。
　しかし，長期的にみると，問題はもっと深刻だ。トゥスクEU大統領は，イギリスの
国民投票前，イギリスのEU離脱が決まれば，「西側政治文明全体の崩壊が始まりかね
ない」とまで語っている。ここで言われている「西側政治文明全体の崩壊」とは，つぎ
のように理解されるだろう。
　第二次世界大戦は，ヨーロッパ社会の分裂と崩壊の危機を導き，それを食い止める
ためには，和解による平和の構築が必要であり，その条件としての人権保障と包括的
な地域的安全保障体制（NATO）を基軸として，ヨーロッパ社会の政治的・経済的統合
を目指し，営々と築き上げられた共同体が現在のEUである。東西冷戦終結後には，
東欧諸国も加わり，現在では28か国が加盟している。イギリスのEU離脱を契機とし
て，このヨーロッパの共同体の枠組みが崩れ始め，崩壊にまで立ち至ることになると，
第二次大戦後のヨーロッパ社会の秩序と枠組み，ひいては国際社会の枠組みを根底か
ら突き崩すことになりかねない。
　⑵　なぜイギリスはEUを離脱したのか？
　イギリス国民がEU離脱を選択した大きな背景の一つとして，EUの移民受入政策に
対する強い反発があったと言われている。
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　ヨーロッパの政治統合に先
立ち，経済・社会統合による
共生社会を目指したEUは，ヒ
ト（労働力）・モノ（商品）・カ
ネ（資本）の「移動の自由」を
重視し，単一市場の形成をめ
ざし，イギリスなど一部の加
盟国を除き，通貨統合（ユー
ロ）を実現させた。EU発足
以来，積極的な移民受入政策
を推進してきたのは，こうした共生社会実現の理想に基づく。
　イギリスの移民は，EU域外からの移民も合わせると，１年に30万人に達する。イ
ギリスの保守層は，EUの移民政策が，国内の労働環境を悪化させ，社会福祉費の増大
を招き，財政状況を悪化させていると見ており，EUに対する大きな不満を抱いていた。
　このことが反映される形で，2005年の庶民院（下院）の総選挙では，EU離脱を求め
ていたイギリス独立党（UKIP）などの右派勢力が力を伸ばした。2015年の総選挙で，
保守党のデイヴィッド・キャメロン首相は，こうしたEU離脱派に配慮し，その票を
取り込もうとして，EU離脱の是非を問う国民投票を公約として提示した。EU離脱反
対の立場であるキャメロン首相は，もし国民投票の結果，EU離脱が選択された場合，
首相を辞任するとし，大きな政治的な賭けに出たのである。EU離脱の結果が出た直
後の2016年６月24日，キャメロン首相は辞意を発表した。
　こうしたEU離脱の決定は，拙速にすぎると言わざるを得ない。国内政治のみなら
ず，国際社会へも重大な影響を及ぼす問題を１回の国民投票できめるべきではなく，
何度かの総選挙の争点にして議論を深め，慎重な熟慮を尽くしたうえで，国民投票に
かけるべきであったろう。
　⑶　イタリアでの国民投票を求める動き
　イギリスのEU離脱は，イタリアにも大きな驚きをもって迎えられた。その結果が
明らかとなった当日，中道左派に位置する民主党のマッテオ・レンツィ首相（当時）は
「イギリス国民の選択を尊重したい」が「前代未聞の事態であり，厳しい日である。し
かしヨーロッパは歴史的な困難に打ち勝つ強さをもっている」と語り，他方で，自身
辞任会見をするキャメロン首相（出典：http://www.huffingtonpost.it/）
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のTwitterでは「EUはより人々に合う，適切なものになるように変わらなければなら
ない。だがヨーロッパは私たちの家であり，未来でもある」と語って，イギリスのEU
離脱に懸念を表明するとともに，EUの改革の必要性を説いた。
　マスコミによると，イタリアでも，移民問題は，自国の経済状況を圧迫する深刻な
社会問題として受け取られており，とりわけ右派の保守勢力により，移民政策の見直
しが要求されている。現に，北イタリアの分離独立を主張する「レーガ・ノルド（北部
同盟）」は，いち早くイギリスのEU離脱に歓迎の意を表明した。
　また，とくに注目されるのは，2013年の総選挙で25％の得票をえて，民主党に次ぐ
第２党となった「五つ星運動」の反応である。「五つ星」とは，社会が守り抜くべきも
のとして「発展」「水資源」「持続可能性のある交通」「環境主義」「インターネット社会」
の５つの概念を指すものとされ，とくに政治的理念はもたず，党の方針や議員候補者
をネット投票で決定するなど，大衆迎合的なポピュリズム的手法により，若年層に大
きな支持をえている。
　この「五つ星運動」は，イギリスのEU離脱をうけ，イタリアでもEU離脱の是非を
問う「諮問型国民投票」を実施すべきだと主張した。
　⑷　イタリア世論の反応
　イギリスのEU離脱で，EUが最も怖れているのは，「離脱のドミノ」現象である。
　イタリアでも，移民受入政策に反対する右派勢力やポピュリズム的政治勢力が力を
持っていることから，世論の動向によってはEU離脱への道を歩まないとはいえない。
　しかし，筆者の見るところ，マスコミを始め，イタリア世論の反応は，比較的冷静で
あったように思われる。全国紙では，イギリスのEU離脱により，「イタリアにどのよ
うな変化が起こるか」という視点からの報道が多く，イギリスに続き「Italexit（イタリ
アのEU離脱）へ」的な論調の報道はみられなかった。
　しかし，イギリスのEU離脱による「最初の犠牲者」はイタリアであった。国民投票
の結果が出るや，ユーロやポンドの急落とともに，各国の株価が下落し，とくに銀行株
が急落する中にあって，もともと経済状況の悪かったイタリアの銀行は直撃を受けた。
レンツィ政権は，銀行破綻の危機を避けるため，大幅な公的資金の投入に踏み切った。
　また，イタリアの新聞各紙では，イギリスがEUを離脱すると，イタリアからイギリ
スへの主力輸出品である自動車や食料品に関税がかけられることになり，経済的な打
撃を被ることになる，あるいはイギリスで労働に従事しているイタリア人にVISAが
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必要となり，労働の機会が大幅に失われる可能性があるなど，マイナス面が指摘され
ていた。
　こうしたことが，直ちには，イタリアをしてEU離脱へと向かわしめることにはな
らないだろう。しかし，イギリスのEU離脱の衝撃が，イタリアにどの程度まで波紋
を広げるかについては，予断を許さない。注目されたのは，2016年12月に行われた憲
法改正の国民投票であった。
　レンツィ首相は，持論である「政策決定の迅速化」をはかるために，上院（元老院）の
大幅な権限縮小を内容とする憲法改正国民投票を2016年の終わりまでに行い，もし改
憲が否決されたら，辞任するとしていた。
　この国民投票は，世論調査の結果からみて，改正否決となる可能性も高かったこと
から，中道左派・民主党政権にとっては，国民による実質的な「政権不信任」になるこ
とも考えられ，その結果が注目されていたのである。もし，改憲案が否決され，レンツ
ィ政権が瓦解した場合，ポピュリズムに立つ「五つ星運動」が力をもつ可能性が高く，
場合によっては，EU離脱の是非を問う国民投票をということにもなりかねないから
であった。
５．憲法改正国民投票（2016年12月４日）の結果と今後の行方
　⑴　否決された憲法改正案
　2016年12月４日に，レンツィ政権主導により，遂に上院（元老院）の大幅な権限縮小
を内容とする憲法改正国民投票が行われた。結果は，投票率68.48％，改正反対59.96
％に対し賛成40.04％で，政府与党・民主党主導の憲法改正案は否決された６）。これを
受けて，マッテオ・レンツィ首相は，同月７日に首相を辞任し，13日には外相のパオ
ロ・ジェンティローニ氏が新首相に就任した。
　⑵　改憲手続きと国民投票制度
　イタリア憲法138条が規定する憲法改正条項によると，議会が「憲法改正法」の制定
６）このイタリア憲法改正国民投票については，高橋利安「レンツィ内閣による憲法改正の政治的背景につ
いて」修道法学39巻２号（2017年），同「レンツィ内閣による憲法改正の結末」法学新報124巻１・２号（2017
年４月），拙稿「イタリアにおける憲法改正国民投票（2016/12/4）について──プレビシットと化した国
民投票」現代の理論2017年秋号（同時代社，2017年９月）などを参照。
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により，法律で憲法を改正することができる。
　具体的には，「憲法改正法」は，上院と下院（代議院）での各２回の議決によって採択
されるが，２回目に各院それぞれ３分の２の絶対多数による議決がえられなかった場
合には，当該「憲法改正法」公布後３か月以内に，一つの議院の５分の１の議員，ある
いは50万人の有権者または５つの州議会の要求があれば，国民投票に付することにな
っている。国民投票実施にあたっては，憲法裁判所が，必要な要件を充たしているか
どうかを審査して，実施の是非を決定することになる。
　イタリア憲法の憲法改正手続きでは，日本国憲法の改正手続きに比べ，国民投票は
必要条件ではく，議会の立法だけで改憲が可能となる場合があることから，憲法改正
は比較的容易に行えるということができる。
　⑶　なぜ上院改革なのか？
　イタリアでは，政治汚職が後を絶たず，小党分立により政権交代が行われないこと
から，20年ほど前から憲法改革が議論されてきた。2006年には，上院の権限縮小を主
眼とする「憲法改正法案」の是非を問う国民投票が行われたが，反対61.3％で憲法改正
は否決されている。
　しかし，その後も改正論議は継続され，2014年に発足したレンツィ政権は，上院の
権限の大幅縮小＝事実上の二院制廃止を内容とする「憲法改正法案」を新たに策定，
2016年４月に上下両院で可決されていた。
　法案の署名者であるレンツィ首相とマリーア・エレナ・ボスキ憲法改正および議会
担当大臣の名前をとって「レンツィ・ボスキ案」と呼ばれるこの憲法改正案は，上院
議員の定数削減，政治諸制度の機能に係るコストの抑制，経済労働国民会議の廃止，
憲法第２編第５章の見直し（県の廃止を中心とする地方自治制度改革）に加え，上院の権
限を大幅に縮小し，実質的な
一院制へと政治システムを転
換しようとする戦後最大規模
の憲法改正を目指すものであ
った。
　レンツィ首相は，議会での
議決で３分の２の賛成を得ら
れなかったことから，国民投
レンツィ首相（右）とボスキ憲法改正等大臣
（出典：http://www.huffingtonpost.it/）
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票に必要な有権者50万人の署名を集め，国民投票に持ち込み，「もし国民投票により，
反対多数の結果が出れば，首相を辞任する」と公言し，並々ならぬ憲法改正への意気
込みを示していた。
　イタリア共和国憲法では，ムッソリーニのファシズム政権による権力集中に対する
反省から，厳格な権力の分散を重視し，日本国憲法における衆議院に優越を認める
「跛行型二院制」とは異なり，上院と下院とが全く同等の権限を有する「完全型二院制
（bicameralismo perfetto）」がとられている７）。
　それでは，なぜ，レンツィ首相は，上院の立法権・議決権を縮小して，「完全型二院
制」を廃止したかったのであろうか。
　第１には，当然のことながら，イタリア国内の政治問題が背景にあることは間違い
ない。
　これまで，イタリアの「完全型二院制」のもとで，両院で多数派が異なる「ねじれ現
象」が起きた場合，重要法案の審議が長期化したり，場合によっては議決できなかっ
たり，あるいは首相の指名に手間取ったりと，しばしば政権の存続が難しくなる事態
が生じてきた。イタリアの歴代の内閣が短命で終わるのはこのためであり，政治運営
がきわめて非効率かつ不安定になる。こうした事態を回避する憲法システムを構築し
たいというのが，上院改革の第１の理由であった。
　第２には，EUとの関係である。
　イタリア政治の不安定さと非効率性の克服は，EU統合をにらんだ90年代の半ば以
降，議論され続けてきた政治課題であった。EU発足後は，再三にわたり，加盟国から
「決定ができない政治」として批判され続けた。そして，イタリアには，政治の効率化
と安定化，そして有効な経済政策の策定と実行を求められ，そのための迅速かつ効率
的な統治システムの改革が求められてきたのである。
　⑷　首相の信任投票と化した国民投票
　今回の改憲案では，「完全型二院制」に対し，①上院の定員の大幅削減，②市長や州
議員など地方の代表者などで構成させる，③法案審議や内閣信任・不信任決議採択の
７）イタリア共和国憲法の制定過程については，井口文男『イタリア憲法史』（有信堂，1998年）を，同憲法の
二院制については，カルロ・フザーロ（芦田淳訳）「イタリアにおける二院制」および芦田淳「イタリアに
おける二院制議会の制度枠組とその帰結」いずれも岡田信弘編『二院制の比較研究──英・仏・独・伊と
日本の二院制』（日本評論社，2014年）所収を参照。
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権限を下院に限定し，上院は下院で可決された法案の修正の提案のみとする，などと
された。
　たしかに，イタリア憲法の「完全型二院制」のもとでは，政治の効率性と安定性を欠
くこともあるだろう。とはいえ，筆者の見解によれば，今回の憲法改正案は，上院の
立法権限を全く形骸化し，事実上の「一院制」を作り上げ，相対的に議会の力を弱めて
行政府の力を強めようとする憲法改革であり，権力分立の原則にも抵触しかねない極
端な改憲案といわざるをえない。
　しかし，実は，今回の国民投票では，こうした「純憲法学的論点」が実際の争点とさ
れたのではなかった。レンツィ首相が「進退をかける」と言った時点で，争点は「政治
的論点」，つまりレンツィ政権を支持するかしないかという「信任投票（プレビシット）」
にすり替わったのである。
　⑸　「五つ星運動」の台頭
　また，今回の国民投票では，改憲反対の中心となった「五つ星運動」の存在を見逃す
ことができない。
　ここで，現在の経済状況に眼を移すと，長期経済不況にあえぐ中，2016年には，イタ
リアの負債はGDPの135％に達し，銀行破綻の危機を招いた。また，失業率は11％と
高く，24歳までの若者の失業率は実に30％にのぼり，国民の政治不信は，極限に達し
ていた。
　こうした国民の政治不信の中にあって台頭したのが，2009年に人気コメディアンの
ベッペ・グリッロ氏と企業家で政治活動家のジャンロベルト・カサレッジオ氏により
立ち上げられた政治運動団体「五つ星運動」であった。
　「五つ星運動」は，雇用不安や増税に不満を抱き，既成政党に不信感を募らせている
広範な国民層から急速に支持を集め，支持率も民主党と僅差となっていた。2013年の
下院選挙では，中道左派連合の中心であるイタリア民主党に次ぐ第２党（野党第１党）
となり，2016年の市長選挙では，ローマやトリノなどの大都市をはじめとする19のコ
ムーネで勝利を収めている。
　この「五つ星運動」は，一般国民の政治・経済への不満を背景に，大衆迎合的な政策
を掲げるポピュリズム政党とみなされている。また，特筆すべきは，前述のように，
EU懐疑勢力として，イギリスのEU離脱の国民投票可決を受け，イタリアでも諮問的
国民投票の実施を行うことを公約として掲げている点である。
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　今回の国民投票では，「五つ星運動」を中心とする反改憲勢力は，その争点を，憲法
改正反対＝反レンツィ＝反民主党という構図にすり替え，国民投票運動を利用して，
レンツィ政権に不満や反感を抱く国民層に訴えかけ，レンツィ民主党政権の失墜を狙
ったものと見られる。
　⑹　イタリア政治とEUの行方
　今回の国民投票による憲法改正の否決の反響は，イタリア一国の国内政治をめぐる
問題に止まるものではない。
　憲法改革の国民投票の否決の結果が，レンツィ首相に対する不信任＝民主党への不
信任へとすり替わったことから，「五つ星運動」は，2018年に予定されている総選挙（上
下両院議院選挙）では，政権を奪取する可能性が高い。そうなった場合，EU離脱の諮
問的国民投票を行うことも充分考えられる。
　現在のイタリアの政治・経済状況の危機を考えると，「イタリアのEU離脱（Ita-
lexit）」の可能性も充分にありうる。そうなれば，「EUの崩壊」も俄然，現実味を帯び
てくるであろう。「EUの崩壊」に立ち至れば，現在の世界システムは崩壊し，国際的
な政治状況は大混乱となろう。
　2016年は，イギリスの国民投票によるEU離脱，アメリカ大統領選挙でのトランプ
氏の当選，極右の台頭がクローズアップされたオーストリア大統領選挙など，いわゆ
るポピュリズム的政治手法をとる政治勢力の台頭が眼を引いた年であった。12月のイ
タリアの国民投票にも，こうした流れをみることができる。
　このような世界的なポピュリズムの流れは，各国をして，国際的な平和統合や連帯
に否定的あるいは懐疑的で，かつ偏狭なナショナリズムに突き進ませることになるの
ではないかとの危惧を抱かせるものがある。
　こうした世界的な政治動向に大きな懸念を抱きつつ，今後のイタリア政治の推移に
注目していきたい。
